[bookmark: _GoBack]小諸市UIJターン就業・創業移住支援事業交付金

＜交付金額＞
　単身：	                　60万円
　2人以上の世帯：　　　　　　　　100万円
　18歳未満の子ども一人につき： 　100万円


＜補助金の交付申請を出来る方＞
〇移住する前に住んでいた場所の条件
　□直前10年間の内5年以上東京圏[footnoteRef:1]、愛知県、大阪府に在住していた。 [1:  東京圏…南関東のこと（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）] 

　□東京圏、愛知県、大阪府に在住していて、就労していた期間が５年以上である。
　□移住直前１年３ヶ月の内、連続して１年以上は東京圏、愛知県、大阪府に在住していた。
　□上記期間の内、東京圏、愛知県、大阪府にて在住していた１年以上は就労していた。
　□住民票を移した日の直前の無職期間は３ヶ月未満である。
　※就労期間はテレワーク移住の個人事業主を除き、雇用保険に加入した雇用契約に限る。

〇小諸での業務する仕事の条件
　→別表を参照

〇その他注意事項
　□申請日は転入日から１年以内である。
　□申請日は移住した日から３ヶ月以上経っている。
　□年度内の申請期限内である（令和７年度の場合：令和８年１月９日）
　□移住元と移住先において同一世帯である。（世帯が分かれていない）
　□世帯人も転入日から1年以内である。
　□就業開始日から３ヶ月以降の申請である。（転職の場合のみ）
　□継続して５年以上小諸で居住する意志がある。


〇返還請求について
　移住補助金を受けたにも拘わらず、５年以内に小諸市から転出する場合や申請書に記載した職を辞する場合は原則補助金の返還請求の対象となります。
　＜全額請求＞
　・不正に補助金を受け取った場合（偽りの申請等）
　・移住してから３年以内に職を辞した場合（※）
・移住してから３年以内に市外に転出した
＜半額請求＞
　・移住してから３年以上５年未満の間に職を辞した場合（※）
　・移住してから３年以上５年未満に市外に転出した。
（※）：テレワーカーの場合は対象になりません。


〇申請書類
　→別表を参照




◎申請の流れ
＜申請者＞
①移住後３ヶ月経過後、書類をまとめ申請する。


③（交付の場合）
同封されてくる請求書に記載し、決定通知書と共に提出する



⑤補助金が振り込まれる。
















＜行政＞
②市・県・国でそれぞれ審査され、交付・不交付が決定される


④提出された請求書を元に、振込み作業を行う。
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申請書類

補助金交付の条件

マッチングサイト

による就職

□新規雇用である（転勤、出向、出張、研修ではない）。

□勤務地が東京圏以外

□県のマッチングサイトに掲載している移住支援金対象の企業の求人に応募、採用された

□週20時間以上の無期雇用契約に基づいた企業に3ヶ月以上在籍している。

□其の企業に5年以上継続勤務する意志がある。（離職した場合に返還請求）

□様式4：就業証明書（移住支援金の申請、継続就業の確認用）

□在職していた事を示す書類（離職票、退職証明書等）

専門人材のマッチ

ングサイトによる

就職

□内閣府地方創生推進室が実施するプロフェッショナル人材事業ないし先導人材マッチング事業を利用して就業している。

□新規雇用である（転勤、出張、出向、研修ではない）

□勤務地が東京圏以外である。

□週20時間以上の無期雇用契約に基づいた企業に3ヶ月以上在籍している。

□離職が前提の転職ではない（プロジェクト達成後、解散する場合など）

□様式4：就業証明書（移住支援金の申請、継続就業の確認用）

□在職していた事を示す書類（離職票、退職証明書等）

関係人口の就職

□通勤、通学先が小諸市であった。または小諸市に居住したことがある（二地域居住や週末暮らしも含む）

□勤務地が東京圏以外

□週20時間以上の無期雇用契約に基づいた企業に3ヶ月以上在籍している。

□其の企業に5年以上継続勤務する意志がある。（離職した場合に返還請求）

□新規雇用である（転勤、出向、出張、研修ではない）。

□就業する企業が以下のイロハのいずれかに該当する

イ.△以下の要件を全て満たす企業

　　・官公庁ではない

　　・資本金10億円以上の企業ではない

　　・みなし大企業ではない

　　・本店、支店ないし事業所が長野県にある

　△本店が東京圏（条件不利地域は除く）にない

　△雇用保険適用事業者である

　△風俗営業ではない。反社会的組織と関係がない。

　△長野県税に未納がない。

ロ.△長野県認定の職場いきいきアドバイスカンパニーである

ハ.△小諸市認定の信州小諸ジョブセンター登録企業である

二.△農林水産業に従事している者

ホ.△家業等に従事している者

□様式6：要件証明書（移住支援金の申請、継続就業の確認用）

□関係人口であったことを証明する書類（在学証明書、離職票、戸籍の附票等）

□長野県創業支援金（ソーシャルビジネス創業支援金（※１））の交付決定の日から1年以内の申請である。 □創業支援金交付決定通知書

□週20時間以上、事業場外で情報通信技術を利用して勤務している。

□業務命令ではなく自らの意志で移住している。

□デジタル田園都市交付金、または前歴事業を活用していない企業である。

□通勤手当の支給を受けていない。

□勤務先への出社頻度が週の半分未満である。

□様式5：就業証明書（移住支援金の申請、継続就業の確認用）

＜個人事業主、法人代表者の場合は上記の者に加え以下の物を追加で必要＞

□様式５の１：就業時間の証明書

□開業届済書　　　　　□履歴事項全部証明書

□個人事業主等の納税証明書

□自営型テレワークをしている事を証明出来る書類（業務委託契約書等）

※１：長野県地域課題解決型創業支援事業で長野県の移住補助事業。詳しくは長野県産業振興機構（026-227-5028、keieishien@nico-o.or.jp）に連絡

※２：在学期間も移住元の就労期間に含める場合は後述の書類を提出すること　　□在学期間を証明できる書類（在学証明書等）

テレワーク

起業

転職

仕事の形態

＜共通＞（※２）

□様式1：移住支援金交付申請書兼実績報告書

□様式2：移住支援金に係る個人情報取り扱いに関する同意書

□様式3：移住支援金の交付申請に関する誓約書

□移住元の在住期間がわかる書類（住民票、戸籍の附票）


